
 

 

居宅介護支援の特定事業所集中減算に係る Q&A 

 質問 回答 

1 居宅サービス計画数に、要支援者の介護予防

サービス計画数も含むのか。 

要支援者の介護予防サービス計画数は含まない。 

2 通院等乗降介助を位置付けたものも対象となる

のか。 

対象となる。 

3 居宅サービス計画を作成したが、入院等の理由

により、給付管理の実績がなかったものについ

ても件数に算定するのか。 

算定しなくてよい。 

4 給付管理を月遅れで行った場合、何月分の件

数として算定すればよいのか。 

（例）サービス計画提供月→４月 

   給付管理を行った月→６月 

サービス提供を行った月に算定する。 

質問の例の場合は、４月分に算定する。 

5 １人の利用者が複数の同一サービスを利用して

いる場合はどう計上するのか。 

１人の利用者が複数の同一サービスを利用している

場合（月の途中でサービス事業所を変更した場合も

含む）は、それぞれの法人ごとに計上する。 

（例） 

①A 法人と B法人の訪問介護を位置付けている場合 

→訪問介護を位置付けた居宅サービス計画数は「１」 

→A 法人に「1」、B 法人に「１」を計上する。 

②A 法人が運営するｎ事業所とも事業所の訪問介護

を位置付けている場合 

→訪問介護を位置付けた居宅サービス計画数は「１」 

→A 法人に「１」を計上する。 

6 対象となる居宅サービスのうち、１つでも８０％を

超えているサービスがあった場合は減算の対象

になるのか。 

1 つでも８０％を超えている場合は、減算対象期間に

おいて全ての利用者に対して減算を行うことになる。 

7 減算の対象期間中に改善された場合は、減算

が中止されるか。 

中止されない。減算期間中は減算する。 

8 「８０％を超えた」とは、８０％ちょうどの場合は減

算対象になるのか。 

四捨五入をせずに 

79.999・・・％ → 減算にはならない 

80％      → 減算にはならない 

80.00・・・1％ → 減算の対象になる 

9 1 年前から事業所を休止して、7 月から再開した

ばかりだが、届出を行う必要があるのか。 

判定期間中に、1 月でも給付管理の実績がある場合

は、届出書を提出し、給付管理の実績がない場合も、

届出を提出すること。 

10 利用者の希望により、特定の事業所に集中して

いる場合も正当な理由となるのか。 

単に「利用者の希望」のみによる理由は認められない

が、「サービスの質が高いことによる利用者の希望」

により当該サービスを利用したい旨の理由書の提出

を受けている場合であって、地域ケア会議等に当該

利用者の居宅サービス計画を提出し、支援内容につ

いての意見・助言を受けている場合においては、別紙

取扱要領２（３）カ（イ）のとおり「正当な理由」と認め

る。 



 

 

11 「正当な理由」のキの（ア）のａで、「訪問介護事

業所において、特定事業所加算（Ⅰ）（Ⅱ）（Ⅲ）

のいずれかを算定している事業所」とあるが、特

定事業所加算の要件は満たしているものの、届

出をしていない場合も該当すると判断して良い

か。 

要件を満たしていても、届出をしていなければ対象と

はならない。 

 


